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１
はしがき

わが国の公害問題，特に大気汚

染，水汚染は広域公害として，

各地でいろいろのトラブルをお

こし，社会問題化していること

はよく知られているとおりであ

る。昨年私たちは，欧米数力国

の都市計画や公害対策の現状を

視察してきました。そのなかで

とくに大気汚染を重点に見たり

聞いたりして来ましたので，そ

の概要を報告しましょう。

各国の状況

１・イタリー イタリーの

大気汚染関係の法令＜1957年公

布，1958年、1964年一部改正＞

は工業の規模による立地条件の

規制，公害のおそれのある業種

などを規定し，また地方条例で

は衛生関係条例のなかに排煙濃

度の規制などを行なっている。

また水汚染関係についても同様

に規制を行なっているが，特に
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全国衛生技術者協会＜ANDIS

＞は水質汚染防止の新しい基準

を作製中とのことである。

Instituto　Superiore　di　Sanita

は公衆衛生の分野で政府最高の

科学技術機関であるが，最近大

気汚染の問題に関して，より強

力な施行規則をつくるための委

員会を設け，法案を目下国会で

審議中である。ローマ市内に大

気汚染濃度の測定点を設け，亜

硫酸ガス，一酸化炭素，酸化窒

素，炭化水素，ダストなどの測

定を最初に行なった機関でもあ

る。水質汚濁についても浄化対

策の研究を行なっている。

マントウーア市＜MANTUA＞

にあるSIC　EDISON社を訪問

したが，この会社は岩塩を電気

分解して塩素，苛性ソーダを作

り，ナフサ分解，フェノール合

成などとともに石油化学工場と

して活気のある工場であるが，

公害対策に特に熱心だともみら

れなかった。しかし，工場排水

はポー川に流入しているので，

オイルセパレター、pH調節な

どで汚濁防止には努めていると

の説明があった。亜硫酸ガスの

排出濃度は0.01％以下で大気汚

染の心配はないそうだ

が，煙突は低い＜15m

位〉のが多かった。日

本のように工場が密集

し，住宅が接近してい

るというような状況は

あまりみられなかった。まだわ

が国ほどの大気汚染による種々

の問題を切実に感じていないよ

うである。ローマ市内の交通量

もかなり激しいものであるが、

車は国産車のFIATを中心とし

て排気量の小さいもの＜400～

600cc位＞が多くみられ、排気

ガスの影響も交通量の割には少

ないかと思われた。

２・スイス スイスではチ

ユーリッヒ＜Zurich＞の近郊

にあるチューリッヒ工科大学付

属水処理実験場＜ＥＡＷＡＧ＞

を訪問し，実験場の施設を見学

した。

まず日本ではみられないすばら

しい研究所である。この研究所

は大学の付属機関として次の３

つの目的をもっている。

①　Research

②　Teaching

③　Consulting＜政府，民間

企業，個人に対して〉

研究所では，市内の主下水溝の

３つのレベルから汚水をとり入

れることができる。すなわち下

層からは砂まじりの，中層から

は通常の，表面層からは浮遊物

を含む汚水をそれぞれ採取する

表１　　スイス＜バーゼル市＞における

行政研究
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ことができ，それぞれ実験材料ご

となる。

また地下水及びリマ川から採水

して模型河川＜全長230m＞に

供給し，川の自然浄化作用，川

水の化学的，生物学的作用など

を研究している。もちろん，下

水，浄化下水などについても薬

品を使っての実験などを行なっ

ていた。

その他活性汚泥法，オイルトラ

ップ試験などについても大規模

な実験設備をもっていた。スイ

スでは河川の水質汚濁防止には

非常に熱心である。

スイスが西ドイツ及びフランス

に国境を接すバーゼル＜Basel

＞市にGeigy社があるが，ライ

ン川に沿って３力国の国境近く

に工場があるので，公害問題は

直ちに国際問題となるため，政

府，会社ともその対策には真剣

である。前に悪臭問題＜メルカ

プタン系＞がおこった時には，

政府，企業，住民の３者で委員

会をつくり，調査対策を実施し

たそうである。大気汚染関係で

はボイラーの煙突を州政府の勧

告で150mにするよう指示され

たが航空法の関係で106mの高

さになってしまったが，重油中

のイオウ分は１％以下であると

のこと。リビア系やソ連系の売

り込みが多く良質のものが安く

入手できるという。工場が立地

しているところは谷間になって

おり逆転層がしばしば形成さ

れ，悪臭問題はそのような時に

おこりやすい。亜硫酸ガスにつ

いては工場よりも家庭の燃料か

らのものが多いと工場側ではい

っていた。排水については，機

械的および生物学的処理を併用

し，処理した後公共の処理場に

送っているが充分とはいえな

い。会社としては，水を使わな

い工程を考えて廃物は燃やすと

か無害なものに交換できるよう

にしたいと研究している。化学

廃棄物は埋立てるか，船でロッ

テルダム＜オランダ＞の沖まで

運搬して投棄しているが，廃棄

物の運搬にトン当り15ドルかか

っている。工場敷地内に廃棄用

のドラム缶が積んであったが欲

しければ，無償提供するといわ

れたが，化学工場では廃棄物の

処理に困っているようである。

日本ならば無条件で海洋投棄で

あろうが，スイスでは海まで出

るにも遠過ぎる。ライン川はス

イス，ドイツの主要なる水源で

あり汚染することは厳重に取締

られている。

Geigy社を訪問したあと，バー

ゼル市の衛生局＜Gesundheits

Amt　Basel　Stadt＞を訪ねて

みた。衛生局長のDr.p.STA

INERに公害問題についてたず

ねたが，前にも述べてあるよう

に，バーゼルの地理的状況から

公害問題は直ちに国際問題にな

るので神経をつかっているそう

である。大気汚染については冬

季は家庭暖房の影響で許容濃度

を少し高くしてあり，調査の結

果では工場からの排ガスと同程

度の影響を与えている。企業の

守るべき基準はRichtlinienで

きめられ法律による強制ではな

いが，行政指導している。

自動車の排気ガスの影響が最近

問題になっており，一酸化炭素

の測定など実施しているが，排

気ガスの規制までは考えていな

いそうである。

３・西ドイツ 西ドイツも

戦後の日本と同様に急速な経済

復興と工業の発展はすばらしい

ものであるが，同時に大気汚染

も著しいものになったといわれ

ている。西ドイツの公害基本法

ともいえるものは，1869年の営

業法によっている。これには。

　「公衆に対し,著しい不利益,危

険もしくは迷惑をおよぼすおそ

れのある施設」は認可の対象と

するよう規定してある。1954年

ドイツ連邦は前記の営業法を改

正し，さらに公害規制を有効な

ものにした。改正法によると，

認可を受けた工場は５年毎に再

確認されねばならないし，また

新認可に際しては公聴会を開い

て住民の意見を聴くことになっ

ている。1960年には「営業法の

変更および民法の補足に関する

法律」によって，認可を要する
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設備を52項目にわたって指定し

た。技術的問題についてはVDI

大気清浄委員会の技術基準に基

づいて「技術指針」が規定され

ている，この法律は「大気清浄

維持法」＜Luftreinhaltegestz

＞といわれている。

ＶＤＩ＜Verein　Deutscher　Ing-

enieure－ドイツ技術者協会＞

の大気清浄委員会＜ＶＤｌ　ko-

mmission　Reinhaltung　der

Luft＞の本部はDusseldorf市

内にあり，委員320名で構成さ

れている。ＶＤＩは1856年に設立

され会員数約５万名で大気清浄

委員会は1955年にできた。事務

局長のMr.J.KRAMERによ

ると委員はそれぞれの専門家

で，この委員会で研究し，基準

として設定したものは全国の技

術指導及び対策等の基本となる

かので，非常に権威のあるもの

だそうである。委員会は大別す

ると５つのテーマに分かれて，

それぞれの専門家が担当して研

究を行なっている。

①排出の原因および防止

　鉱業，鉄鋼等20項目

③ばい塵，ガスの拡散及び降下

　,拡散の理論。応用等３項目

③ばい塵およびガスの影響

　亜硫酸ガスの影響，許容ガス

　濃度等15項目

④測定技術

　降下ばい塵の測定，亜硫酸ガ

　スの測定等12項目
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⑤特殊な問題

　脱硫，自動車排ガス等５項目

この委員会で決められた技術基

準を基本として政府の「技術指

針」＜ＴＡＬ＞が作られ営業法

の認可を要する施設などの管理

規程の手引書となっている。こ

の指針により大気汚染に関する

設備の排出条件，最高環境許容

濃度＜ＭＩＫ＞，亜硫酸ガス等

の地上濃度測定法，煙突の高さ

についての計算法等が決められ

ている。

詳細については略するが，西ド

イツではＴＡＬを指針として，

工場の新設に際しては最高環境

許容濃度＜ＭＩＫ＞を超えない

ような対策をとらねばならな

い。すでに地上濃度がMIKを

超える地域の新規設備の認可

は，新規設備に‾よって既存設備

に代り，排出物，および汚染を

減少させる場合にのみ考慮され

るし，また200kg/時以上の亜

硫酸ガスを排出する場合の設備

の認可については脱硫装置の設

置場所について検討される＜技

術開発された時のことを考慮し

て＞。さらに条件によっては低

硫黄重油の確保，煙突の高さの

嵩上げなどについて義務づけら

れる。

ＶＤＩの事務局長の言葉による

と，現在大気汚染防止対策とし

てとりうる方策は，

①集塵

②煙突の高さ＜高煙突による拡

　散＞

③工場の分散

④燃料の選択

であろう。脱硫＜排ガスおよび

重油＞については，いろいろ検

討し研究しているが，実用化の

段階ではないと述べていた。

排ガスから脱硫するReinluft

法についても賛成はしていなか

ったが，日本ではこの方法を高

く評価している学者もいるの

で，ESSEN市にあるReinluft

の事務所を訪ね，社長のDr.

F.JOHSWICHにいろいろと

話しを聞いた。

本法の概要は，亜硫酸ガス＜Ｓ

Ｏ２＞を含む排ガスを活性炭と

接触させて，吸着させ，除害さ

れた排ガスは上段から排出され

る。SO2を吸着した活性炭は

徐々に下方に向って流下し，下

段に設けた脱着塔に入る。ここ

でSO2は再び放出され濃厚ガ

スとなって取り出される。

濃厚ガスは目的に応じて石膏や

硫安などに利用することができ

る。重油１トン当りの脱硫費は

約７ＤＭ＜約630円＞で排ガス

中の95％が回収できるので，他

のいかなる方法よりも有利であ

ると述べていた。その後Ｄｒ.

F.JOHSWICH自から自動車

でKOLN市にある化学工場の

55､000m3/VHの処理能力を有す

るTest　Plantに案内してくれ



た。あいにく修理に入ってお

り,稼動していなかったので詳

細については不明であったが，

約400㎡位の敷地に７層に組ま

れ，高さ約40mであった。活性

炭はリサイクルにするのである

が，燃焼摩耗による損失が2～

3％/daｙと推定されるが，運転’

コストの大部分は吸着用活性炭

の補充費と考えられ，活性炭を

安く入手できるかどうかが経済

的に成立するかのポイン卜であ

ろう。施設をみた限りではso2

によると思われる腐蝕のあと

などもみられ，まだ問題点は残

っていると考えられた。この開

発費については連邦が1/3，州が

1/3,企業が1/3を負担している。

石油工場と化学工場も見学した

が，いずれもライン川の支流の

マイン川に面七た工場＜Fran一

kfurt市＞で州の公害対策の指

導はなかなかきびしく新設工場

に対しては特に厳重だそうであ

る。　＜TALに基づくものであ

ろう＞。

排水関係は水源がマイン川であ

ると同時に，排出もマイン川へ

行なっているので特に水質の規

制はきびしい。水処理はオイル

セパレーター＜API方式＞，凝

集，生物学的処理等行なわれて

いた。

排水の水質検査のなかにFish

Testというのがあり，試料水

＜排水１：水道水２の割合＞に

金魚が24時間生存していなけれ

ば放流することができない。石

川であるのできびしいのであろ

う。しかしスイスからライン川

の下流へと行くに従って飲料水

の味のまずいこと，日本のおい

しい水を飲んでいる者には，と

ても飲めたものではない。

大気汚染関係の測定はＶＤＩの基

準によって工場を中心にして半

径3kmの円内に28ヵ所の測

定点を設け毎日４ヵ所ずつ巡回

して測定＜１週間で全部まわ

る＞気象データーとともに記録

し，州政府に報告されている。

化学工場＜Hochst＞ではVDI

表２　　西ドイツ＜Hessen＞排水水質基準
油工場の研究室

長の机の後に実

験用の金魚が沢

山飼ってあっ

た。河川は汚す

べからずで、ス

ィスのところで

も述べたように

飲料水源として

も使用される河

図１　　　　　ラインルフト法系統図
表３ 西ドイツにおける大気汚染物質の

環境最高許容濃度＜ＭＩＫ＞
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の大気清浄委員会の委員をして

いるＤr.TROBISCHを長と

する公害関係の研究室をもち約

30名のスタッフで研究，測定等

を行なっていた。興味のあった

のは，本社の屋上にテレビカメ

ラを据え，煙突からの排ガスの

状況を研究室内の受像機で常時

監視していることである。異常

の煙が出ても，プラントの責任

者は知らないことが多いので，

研究室から電話で知らせて注意

を喚起するのだそうである＜煙

突は９本で高いのは137mあっ

た＞。西ドイツでは，環境許容

濃度に基づいての規制やVDIの

大気清浄委員会が中心になって

広い範囲にわたり着実な研究が

進められている。

４・イギリス
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イギリスは

る有害ガスの規制を対象にした

ものであるが，その後改訂を加

え現在約50業種が指定されてい

る。

この法律の適用をうける事業場

は全産業の70％に達している，

使用燃料は全体の2/3といわれて

いる。本法は国の直轄で行なわ

れ，アルカリ監督官＜Alkali

Inspector〉によって監督をう

ける。

本法の適用をうける事業場は，

毎年登録し証明書を持たなけれ

ばならない。事業場は、(a)大気

中に有害ガスまたは不快なガス

＜ばい煙も含む＞を排出しない

ような設備を有すること。(b)ガ

スを排出する場合もそれを無害

かつ不快でないものとするこ

と，(c)これらの設備は常時運転

されていること。等の条件を具

備していなければならない。ア

ルカリ監督官は，届出を充分検

討して証明書を発行する。アル

カリ監督官の任務は極めて重要

で，高度の学識と経験を要求さ

れる。

②1936年公衆衛生法＜Public

Health､Act1936＞

公害規制法として，アルカリ

法，大気清浄法に規制されない

ものについては，本法で規制さ

れる。

③1956年大気清浄法＜Clean

Air　Act　1956＞

1952年にロンドン事件のような

悲惨＜死者4,000名＞なことが

おこり，政府は直ちにその原因

と対策を調査するためビーバー

委員会を設置し，その調査報告

に基づいて1956年大気清浄法を

制定した。

この法律は「公衆衛生法」の欠

陥を是正し，地方公共団体のば

い煙対策を積極的弾力的に実施

できるよう定めてある。本法は

黒煙の取締りを主とし，交通機

関，さらにアルカリ法の対象と

ならない事業場をも規制の対象

とするもので黒煙の排出を全面

的に禁止しようとするものであ

る。

違反者に対しては，地方自治体

が簡単な手続によって治安裁判

所に提訴し，その操業を停止す

る措置をとることができる。

またこの法律は，地方自治体の

管内１区または２区以上に区分

し「ばい煙防止地区」を設定

し，その地区の実情に応じて規

制を行なうことができる。

大気清浄法の執行に当つては，

各地方自治体の公衆衛生監督官

＜Health　lnspector＞が監督

指導に当っている。

本法では地方自治体が建築条例

を制定して，煙害防止という観

点から建築規制を行なうことを

認めている。すなわち煙突が充

分な高さを持たない場合には建

築確認申請を拒否できる。煙突

の高さの決め方については大気

12～13世紀以来，ロンドン市や

新興産業都市を中心にして煙害

摺題が多発し，大きな社会問題

に発展してきた。これに対し行

政的にも技術的にも多大の努力

がなされてきたが，1952年12月

には有名なロンドン・スモッグ

事件が発生した。大気汚染関係

の法規にっいてみると，①1906

年アルカリ法、②1936年公衆衛

生法、③1956年大気清浄法があ

る。

①1906年アルカリ法＜Alkali

etc　Works　Regulation　Act

1906＞

本法は，当初化学工場から発す



清浄法の中に「煙突高さに関す

る覚書」＜Memorandum　on

Chimney　heights＞が出され

ている。

イギリスでの工場訪問はスコッ

トランドに近いNew　Castleの

南50kmにあるLCI．WILTON

とI.C.I.BILLINGHAMを訪

ねた。いわゆる重化学工業であ

る。

この工場はアルカリ法の適用を

受け，この工場の建設が計画,さ

れたときにアルカリ監督官から

次のような申し入れを受けた。

①有害ガスおよび悪臭ガスを放

出しないような有効な手段を講

ずること。

②ボイラーの排ガスは0.4grain

/cft＜0.9g/m3＞以上の固形物

を含まないこと，少なくとも

0.25gｒain/cft＜0.56g/m3＞は

20ミクロン以下であること。

③主ボイラーからの排ガスは少

なくども250ft以上の煙突から

排出すること。

現在，これらの規制を完全に守

ることができるよう，集じん器

を取りつけ，ボイラーの煙突は

450ftの高さにしてある。

アルカリ監督官による要求はさ

らに厳しくなる傾向にあり，問

題解決のための技術的努力が行

なわれている。＜Ｓ０2の環境

濃度の指導基準としては0.16

ppmとのこと。＞

BILLINGHAM工場は肥料生産

を主としているので，悪臭で問

題をおこしたことがあるといっ

ていた。屋上からみると約1km

離れたところに市街地＜Stock-

ton市＞があるので,公害問題は

ないかと聞いたところ，この地

域の主風向はSWで、Tees川

を経て北海に抜けるので問題は

ないが、NEの風向が年間30～

40日あり，このときに，たまに

問題になるとのことであった。

排水関係では別に問題はなかっ

たが，冷却用水を循環して使用

するための冷却塔が直径20m,

高さ70m位のものすごく大きい

のが建設中であったが，日本で

はちょっと見られない構築物で

あった。大気汚染防止のために

投資した額は200万ポンド＜約

20億円＞に及んでいるそうであ

る。

研究所関係ではMinistry of

Technologyに属するW.P.

R.L.とW.S.L.の２ヵ所を

見学した。いずれもロンドンの

北約80kmのStevenageという

New　Town＜人口約６万人＞

にある。Stevenageは町の中

央にShopping　Centerのある

きれいなNew　Townで，家々

も庭の広々とした落着いた町で

あった。その一角にW.P.R.L

とW.S.Lがある。W.P.R.L

＜Water　Pollution　Research

Laboratory＞は次のようなテ

ーマの研究を行なっている。

①地表水汚染の影響

　(a)海水による汚染の河口や海

　岸におよぼす影響

　(b)河水の生物に及ぼす条件の

　測定

　(c)漁業に対する汚濁の影響

②下水処理法

　(a)沈澱による固形物の分離

　(b)ろ過

　(c)活性汚泥法

　(d)汚泥の処分法

　(e)洗剤の影響

③産業排液処理法の開発

④計測器の開発

現在170名の職員で，内100名

が化学者，微生物学者，生物学

者，物理学者，数学者等の科学

者だそうである。

排水の水質基準の制定について

は，この研究所は関与せず，水

質保全についてはRiver　Au-

thorityがControlしている。

水質基準の基本的な考え方は，

魚に対して毒性のないことで，

主な項目をあげると次のとおり

である。

pH　５～9

Suspended　Matter　30ppm

BOD　20PPm

DO　原水に対し40％以下に減

　　　少しないこと。

ドイツで行なっていた　Fish

Testと同様のTestを行なっ

ていたが，ここではにじます

でＬＤ.50＜48時間で半量が死

ぬまで限度として稀釈率をきめ
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る＞の試験をしていた。W.P.

R.Lから約１ｋｍ離れたところ

にあるW.S.Lは約400人の職

員がいるが，その一部門で大気

汚染に関する研究調査を行なっ

ている。大気汚染研究部門は脱

硫技術の検討や，測定法の開

発，風洞実験および常時測定の

dataの解析などを行なってい

る。脱硫法の研究としては，前

述のラインルフト法のTest

Plantを作って実験を行ない，

約90％の成績を得たが，経済的

に引合わないとして現在は試験

を行なっていなかった。＜プラ

ントも解体してしまった。＞

また風洞実験を行なって実測値

との比較研究を行なっている。

ロンドン市内にあるBattersea

発電所で湿式法による脱硫を行

なっているので見学したが，こ

の発電所はA.B　2つのStation

があり、A-stationは1935年

に完成，出力243,000kw,Ｂ-

Sationは1955年に完成し出力

260,000kwでいずれも石炭専焼

で，イオウ分は1.3～2.5％あ

る。

A-Stationは排ガスを機械的集

じん器にかけたあと，ガス洗浄

をしている。市内に発電所を造

るにあたり，アルカリ法によっ

て条件づけられたためである。

＜戦時中は中断していた。＞

B-Stationは電気集じん器を設

備し，燃料に硫黄分の少ない良

質のものを使用するので通常は

ガス洗浄は実施しない。

Battersea発電所の脱硫法は，

排ガスを石灰乳で洗浄する方式

で，建物の２隅が脱硫装置，い

わゆる洗浄塔になっており，そ

の上に煙突が出ている。高さ約

100mの半分が洗浄塔になって

いる。

燃焼排ガス中の亜硫酸ガスは，

1,600～2､OOOPPmあるが，洗浄

によって約80ppmになる。

石灰乳は石灰石をミキサーで粉

砕し，毎時1,700トンの水に１

トンの割で加えて塔の上部から

噴霧し，塔内の何段にも組まれ

た桟の間を流れながら流下する

ようになっている。湿式法の欠

点は大気汚染が洗浄水による水

図２

汚染にかわるといわれている

が，ここでは排液をaerationに

より酸化し石膏としたものをろ

過しているので，きれいである

といっていたが，テームズ川の

排出口は白く濁っているのが望

見された。

問題は洗浄によって排ガス温度

が低下するため，拡散効果が悪

く，また水蒸気を含んでいるた

め，白煙が気象条件によって近

くの市街地に下りて来て局所汚

染をおこすことである。経費は

石炭１トンが５ポンド10シリン

グで，これの約10％が脱硫の経

費としてかかり，コストは高

い。案内してくれた担当者は止

めたいが，アルカリ法によって

止むを得ずやっているという。

湿式脱硫塔＜Battersea発電所＞
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B-Stationの方の煙突からは排

煙が高く昇っているのがみられ

たが、A-Stationの煙突からは

白煙が、もくもくと出てウェス

トミンスター寺院の方へ流下し

ていくのが認められた。

５・アメリカ アメリカに

おいては，大気汚染防止の責任

は州および地方自治体にあり，

したがって州および地方自治体

では，それぞれ必要な法的規制

ないし基準を制定している。さ

らに一部の地，またはその周辺

の都市を一単位として特別な「

汚染防止地区」＜APCD-Air

Pollution　Control　Distrid＞

を作り取締りを行なっている。

カリフォルニア州は1947年ロス

アンゼルス郡を単位としてAP

ＣＤを設立した。

ＡＰＣＤの最高機関は大気汚染

防止委員会＜Air　Pollution

Control　Board＞であり，AP

ＣＤは大気汚染物を放出すると

考えられる工場，装置の認可，

大気汚染防止規則の制定，必要

措置の命令，勧告など広範な権

限を持っている。

ＡＰＣＤの規則は警察制度につい

て規定しており，つぎの３段階

に分けられる。

第１警報，一般のごみ焼却炉の

停止，主要工場の操業中止準

備，不必要自動車の運行制限勧

告

第２警報，工場停止，自動車交

通の最小限の規制

第３警報，緊急自動車のみの運

転，大気汚染防止委員会の要請

により，知事は緊急事態宣言を

出し災害法の発動を行なう。

つぎにAPCDは亜硫酸ガス，特

定物質，塵埃等の汚染物の基準

値および禁止事項を制定した。

臭気，貯蔵タンクからの炭化水

素の漏洩等の特別汚染管理がな

され，屋外のたき火，一定量以

上の硫黄含有物燃料は制限また

は禁止されている。基準値の主

なものは次のとおりである。

排出基準

①ばい煙濃度・リングルマンチ

　ャート　No.2以下

②燃焼汚染物　O.3グレン/ft3

　＜約0.68g/m3＞以下

③ばいじんその他　0.4グレン/

　ft3＜約0.91g/m3＞以下

④亜硫酸ガス　0.2vol％以下

燃料規制

硫黄分　イオウ化合物＜硫化水

素として＞50グレン/1OOft3を

越える気体燃料またはイオウ分

0.5w%を越える液体燃料を用

表４

いてはならない。　実際には0.5

％以下の硫黄分の重油は非常に

少ないので事実上の使用禁止と

みてよい。天然ガスの使用によ

らなければならない。

これらの規制によって工場等か

らの汚染質は激減し工場からの

影響は1940年代の大気の状態に

近くなったが，逆に自動車の増

加に伴ない排気ガスによる汚染

が増加し，気象条件＜逆転層が

できやすい＞によって，ロスア

ンゼルス・スモッグが発生して

いる＜年間200日位＞。現在で

は自動車排気ガスの影響が85％

工場等の排出物が15％程度で

1940年の状態にもどすことを目

標に，排気ガスの浄化，制御に

積極的で，州では自動車汚染

防止委員会＜MVPCB-Motot

Vehicle　Pollution　Control

Board＞によって自動車放出制

御装置の性能基準，試験方法，

装置の試験，認定など行なっ

ている。実験などは公衆衛生局

の自動車汚染防止研究所で実施

していた。1960年に制定された

大気汚染警報発令基準＜ロスアンゼルスAPCD>〈ppm〉
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　自動車排気ガス排出基準は一定

のサイクル走行条件における炭

化水素濃度および一酸化炭素濃

度を規定している。

＜カッコ内は1970年に改正され

るもの＞

炭化水素　275ppm以下＜180

ppm＞

一酸化炭素1.5vol％＜1.0％＞

1960年４月に行なわれたHea-

lth　and　Safety　Codeの改正

により自動車排気ガス浄化装置

の備付けが義務づけられたが，

ブローバイ・ガス制御装置につ

図４

58

いては新車は1963年4月以降，

中古車については1965年末まで

に取付けなければならないこと

が規定されている。

また排気ガス浄化装置について

は，触媒式コンバーター３種＜

新車用＞およびアフターバーナ

ー１種＜新車および中古車＞が

認可された。このことは1966年

以後の車は，すべて浄化装置を

備え付けねばならないことにな’

つた。

また自動車メーカの　Chrysler

社のClean　air　Packageや，

GM社のマニホールド方式など

の新たに開発した，別の方式に

よる制御法が認可されたので，

1966年型乗用車のほとんどは排

気ガス浄化装置を備えたものに

なる。しかし小型車については

いまだMVPCBで認可されたも

のはないので，日本からの輸出

車などにも影響してきている。

＜ロスで見た自動車ショーでは

クライスラー社の製品には，

Clean　air　Packageが全部つ

いていた。＞

煙　突　高　さ　の　求　め　方　〈ＶＤＩ〉

煙突高さの計算法

2289に「建物のない平地に

おける煙突高さの求め方」

の基準があり、1964年９月

14日付の省令として公布されて

いる。すなわち亜硫酸ガスの環

境濃度が0.75mg/m3にならな

いようにするには，煙突の最小

高さをいくらにしたらよいかを

示す基準である。

３

VDI１・VDIの方法



　ｄ〈m＞……煙突直径

　t＜゜Ｃ＞‥‥‥｡排出が戈温度

　Ｒ＜Nm3/h＞…排出ガス量

　Ｑ＜kg/h＞……亜硫酸ガス排

　　出量

　S＜mg/m3＞…許容基準0.75

　　mg/m3　とその地域の潜在

　　汚染濃度との差で潜在濃度

　　が0.4mg/m3に達しないと

　　きはＳを0.35mg/m3とす

　　る。

μ……時間による係数で普通30

　　分値を基準としているので

　　μ＝1.00となる。

ＵＭ＜m/sec＞…排出場所にお

　　いて約10mの高さでの平均

　　風速

ノモグラム知ら次の条件で高さ

を求めると,

d＝2.2m、t＝100°C、R＝2×

105Nm3/Ｈ，μQ/S＝8X102＜す

なわちQ＝240kg/H、S＝0.3

mg/m3，μ＝1.00＞

UM＝2m/secから高さ50mと

なる。

2 ・Clean　Air　Actによる

法 1956年大気清浄法の

Memorandum　on　Chimney

Heightに１つの指導法として

のっている。この計算で得られ

たものも環境の状況，たとえば

狭い谷間の中や，高い建物の近

傍にある煙突は計算で得られた

ものより高くする必要がある。

吐出速度については，煙突頂部

の径はできるだけ小さい径とし

て吐出速度を増すこと。約50ft

/sec以上にすればダウンウォシ

ユがさけられる。煙突高さの算

出は所用の吐出速度を得て行な

う。

同一工場内に互に近接する数基

のファーネスがある場合は，で

きるだけ集煙して１本の煙突か

ら排出する。集煙した排ガスは

個々の煙突による排煙より煙の

浮力上昇高さを高め，あわせて

地上濃度も低くなる。

煙突高さの算定法には第一次試

算と最終試算とある。

まず第一段階でノモグラムから

未修正の煙突高さが求められる

＜ノモグラムＩ～IV＞。

第二段階として，さきに算出さ

れた煙突高さを煙突に接した建

屋および近隣の建物の影響を考

慮して修正した煙突高さを算出

表５ 各　都　市　の　汚　染　度
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する＜ノモグラムＶ＞。

第一次試算の煙突高さの算出の

際に各地域の環境を次の５つに

分類した。

Ａ開発の見込みがなくて，潜在

　汚染が低く，また新しく建設

　される煙突から1/2マイル以内

　は何の施設もない地域

B家屋が散在し，潜在汚染が低

　く新しい煙突の1/4マイル以内

　に他の工場がないような地域

Ｃ潜在汚染の小さい住宅地域や

　他に工場のないような地域

Ｄ工場と住宅が混在ししかも潜

　在汚染があり，新しい煙突の

　1/4マイル内に工場がある地域

Ｅ潜在汚染のある大都市，ある

　いは工場密集地域，住宅過密

　地域

第一次煙突高さの算出法は，

モグラムの左側の線上にS02

の排出量をとり，その地域の分

類A.B.C.D.およびＥのいず

れかに相当する点を選んで，こ

れらの２点を結ぶ直線を描き右

側の線との交点が第一次試算の

煙突の高さである。

硫黄分を２％以上含有した重油

を焚く場合は上記煙突高さの10

％増しの高さとする。

第一次試算の煙突高さが，煙突

に接して･いる建物の2.5倍以上

の高さがある場合には，煙突高

さの訂正は必要としないが,2.5

倍以下の場合は第二段階の修正

を行ない最終高さを決定する。

各都市の汚染度

今回の旅行で，亜硫酸ガス測定

用の試験紙の試作品を持参した

ので，各地で工場内や，街路上

で，ホテルの窓辺で測定した

のが表５のような値になった。

試作品なので，汚染度を０～４

までの４段階に分けて半定量的

に測定し，４が最高の汚染度を

示す。＜総体的な比較である＞

ロンドン，パリ，ニューヨー

ク，ロスアンゼルスはいずれも

高濃度の汚染状態を示してい

た。ニューヨ－クは特にひどく

20分間で最高に近くなってしま

った。スイスの標高3,454mの

ユングフラウヨョホではさすが

に全然変色しなかった。ペニ

ス，リスボン，ホノルルなどは

きれいであった。

まとめ

欧米における公害対策について

は，まず汚染状況ならびに汚染

源の実態把握を先決としてお

り,政府が極めて積極的対策を

行なっているところが多く，研

究においても民間の協力を得て

効果的態勢をとっている。

西ドイツでは具体的規制を中央

でＶＤＩなどの基準を採用して

一本化する行き方をとっている

が，イギリスでは対象によって

中央政府で一本化するものと，

中央では基本的事項の規定に止

め,’地方自治体に具体的規制を

させるものと２本建で行なって

いる。

アメリカでは具体的規制は州で

行ない，連邦政府は基本方針と

州に対する側面的援助を規定す

る方策とある。

大気汚染について環境基準を規

定し，工場の立地に強い規制を

行なっているのは非常に参考に

なった。

煙突高さの決め方にしても，わ

が国には一定の基準もなく，企

業側と行政機関との論争のまと

になるが，早急に一定の基準を

確定する必要があろう。

排煙脱硫については，現在では

経済的に引合う技術は開発され

ていないといってもよかろう。

排水対策では，内陸工業地域＞

スイス，ドイツなど＞の河川が

水源となっているところでは，

かなりきびしい規制を実施し。

　「汚染すべからず」ということ

を根本原則としている。各国と

も公害問題に対しては「他を害

さないことが，みずからを守る

道である」という基盤に立ち，

企業に対する規制には，弾力性

は持っているがきびしさが感じ

られた。

＜公害センター主査＞

＜調査室副主幹＞
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